
   ①事業専従者で、給与不定期で特別徴収ができない場合は「D:給与不定期」の旨を記入してください。
   「事業専従者」だけでは普通徴収の理由とはなりません。
  ②退職者については摘要欄でなく、中途就・退職欄に記入してください。

人

※ 記載上の注意

普通徴収

報告人員

※ この総括表は個人住民税(市県民税)の普通徴収（給与天引きができない人）の給与支払報告書の先頭につけてください。

人数普通徴収理由(下記以外の理由は不可)

総受給者数が２人以下の事業所（事業所全体）

他の事業所で特別徴収されている（乙欄該当者を含む）

給与が少額で税額が引けない

給与の支払日が不定期（給与の支払が毎月でない）

退職者、退職予定者（５月末日まで）及び休職者

人

人

人

普通徴収合計人数

C

D

E

個人住民税(市県民税)の普通徴収理由内訳書

  普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と理由ごとの内訳は以下のとおりです。

略号

Ａ

B

人

人

普 通 徴 収
給与天引きをしない人津久見市⾧様 令和       年          月          日 提出

給与支払者の

令和5年度(令和4年分)給与支払報告書（総括票）

代表者の職氏名

（右詰めで記載）個人番号又は法人番号
フリガナ 指定番号

給与支払者の

名称又は氏名

フリガナ 前職分等給与の表示

所在地
前職分等給与を含んでいる者がいる

はい            いいえ

連絡者の氏名

および所属課係名

ならびに

電話番号

課 係

TEL. −

人

事業種目

氏名

)− 内線(


